
孤独・孤立対策の推進について
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熊本県孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（PF）

参画団体等

目 的

主な取組み

地方公共団体、支援団体、地域住民その他の関係者（保健・医療・福祉等の専門機関、社協、民生委員等）

関係者相互の連携・協働を促進

孤独・孤立の実態把握、取組方針の策定、関係者間の情報共有、啓発、人材確保・育成研修等

設 置 日 令和７年（2025年）７月２２日

・部局を横断する庁内連携体制の構築

・孤独・孤立対策の推進

県・市町村

※１「地域の縁がわ」とは、地域の誰もが気軽に集い、支え合う地域の居場所。令和８年６月末現在で609か所が登録。
※２「熊本見守り応援隊」とは、地域の事業者などの協力を得て、地域の中で支援が必要と思われる世帯や子どもの安全などを見
    守る取組み。24事業者（令和８年６月末現在）と関係団体（県社協、県民児協、熊本市民児協、県警及び県）で協定を締結。

当事者等の支援を行う民間団体

民間企業等 地域住民、地域団体

・地域の縁がわ活動取組団体（県に登録）※１

による当事者等への支援

・ＮＰＯ法人等

熊本県
地域福祉推進

委員会
（PF代表者会議）

地域の縁がわ 情報交換会

・熊本見守り応援隊協力事業者 ※２

（県と協定）による地域の見守り活動

熊本見守り応援隊 情報交換会

・社会福祉協議会

・民生委員・児童委員による見守り、
相談支援

・地域でのボランティア活動
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孤独・孤立対策に関する市町村の実態

１ 国が作成した重点計画に掲げられた４つの基本方針
・「市町村内で組織的に共有されている」のは19団体（42％）だった。
・「同方針に基づいた実態把握を行っている」のは26団体（58％） だった。
・実態把握を行っていない理由は、「マンパワー不足」が50%と最も多かった。
その他、「行政支援を受けていない方の状況を把握することが困難」「やり方がわからない」
「必要性を感じない」等の意見があった。

・実態把握の指標は様々だが、民生委員からの報告に基づくものが15件と最も多かった。

２ 孤独・孤立対策地域協議会

・孤独・孤立対策地域協議会について、山鹿市、美里町は設置済み。熊本市は令和8年度中に設置予定。
・協議会を設置する際、他の会議体に機能を追加するなど、既存の会議体を活用した（活用予定）の
は8団体で、新たな会議体を立ち上げたのは熊本市のみ。

３ 孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

・孤独・孤立対策官民連携プラットフォームについて、熊本市、山鹿市、南関町、大津町、御船町は
設置済み。

・プラットフォームを設置する際、他の会議体に機能を追加するなど、既存の会議体を活用した（活
用予定）のは8団体で、新たな会議体を立ち上げる（予定）のは菊陽町のみ。

４ 施策の実施状況（複数回答可）

・「相談支援（相談窓口体制、相談と支援をつなぐ体制の整備）」が42団体と最も多く、次いで「ゆ
るやかな居場所・つながりづくり」が11団体、「住民の理解促進（ウェブサイトやＳＮＳを通じた
発信、キャンペーンやイベントの実施等）」が7団体、「人材の確保（専門職や当事者の周りの方に
対する理解・知識習得促進、つながりサポーターの育成等）」が3団体、「その他」が4団体だった。

地域福祉に関する取組状況調査
R8.3.31時点
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５ 孤独・孤立対策にあたっての課題（自由記載）

（１）孤独・孤立の実態把握の困難性 ⇒ 孤独・孤立は“見えにくい”
・行政支援を受けていない方の状況を把握することが困難
・自ら外部との関わりを持とうとしない方を把握することが困難

（２）マンパワー不足 ⇒ 個別対応が多く現場の負担が大きい
・新たな会議体を作ることが困難
・実態把握を行うための追加負担

（３）ノウハウ不足 ⇒ 専門性の蓄積が難しい
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１ 孤独・孤立の実態把握
（１）「県民アンケート」により、孤独・孤立を感じる人の割合を集計・分析
（２）「地域福祉推進に係る市町村の取組状況調査」（毎年度末実施）において、

市町村の実態把握の状況を把握

２ 関係者間の情報共有
（１）１（１）と（２）の調査結果を市町村へ共有（再掲）
（２）当PF代表者会議の資料・議事録（意見）をホームぺージで公表し、市町村へ共有
（３）各市町村の孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム間の情報共有 等

３ 啓発
（１）県HPによる周知広報等を充実・強化
（２）毎年５月の孤独孤立対策月間に、孤独・孤立対策に関する普及・啓発等を関係団体

で実施

４ 人材確保・育成研修
（１）包括的な支援体制の制度理解・実践を目指す市町村等を対象とした研修会で、孤独

孤立対策に資する包括的支援体制の整備に向けた研修を実施

今後の熊本県孤独・孤立対策官民連携PFの取組み方針（案）

熊本県孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム（PF）

主な取組み 孤独・孤立の実態把握、取組方針の策定、関係者間の情報共有、啓発、人材確保・育成研修等
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「孤独・孤立の実態把握」の推進に向けて（意見交換）

１ 孤立の状況が心配される対象世帯の例示について
内閣府によると、孤独・孤立に至る背景や当事者が置かれる状況は多様であり、その

感じ方・捉え方も人によって異なるため、統一的な定義は設けられていない。
一方で、孤独・孤立の実態把握が困難であると回答している市町村が多いことから、

孤立の状況が心配される対象世帯を例示したい。

世帯種別 把握方法

各世帯共通 ・民生委員、地域包括支援センター、社会福祉協議会、役場職員による戸別訪問
・役場職員による各関係機関等へのアンケート調査
・区長や近隣住民からの情報提供 等

若年層の単身世帯 ・役場職員による生活困窮の相談歴の確認
・役場職員が住民基本台帳より対象世帯を抽出し、課税状況から就労の状況を確認

障がい者のみの世帯 ・役場職員が手帳所持者の中から障がいサービス利用の有無等を確認
・役場職員が地域生活支援拠点等への利用登録状況により把握

複合的な課題のある世帯等 ・役場職員が重層的支援体制整備事業で把握

２ 孤立の状況を把握する手段について
孤立の状況を把握するにはどのような手段があるかご意見を伺いたい。

（例）高齢（６５歳以上）単身世帯、若年層の単身世帯、障がい者の単身世帯、
生活困窮者の単身世帯、ひきこもりのいる世帯、中高年の求職者がいる世帯 等＿

令和７年度孤立の状況が心配される対象世帯数調査による、孤立の状態が心配される世帯数の把握方法
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⚫ 10月頃
第２回 地域福祉推進委員会 開催予定
第２回 孤独・孤立対策官民連携PF会議 同時開催

第２回 意見交換事項
・第５期熊本県地域福祉支援計画における孤独・孤立対策に関する記載

Ｒ１３年度までの目標（ＫＰＩを含む）
各種施策

・今後のPFの取組み方針等

● 2月頃
第３回 地域福祉推進委員会 開催予定
第３回 孤独・孤立対策官民連携PF会議 同時開催

第３回意見交換事項
・令和９年度孤独孤立対策月間に向けた取組について

今後の予定
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（参考）第3回 孤独・孤立対策推進本部資料
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